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１．

工　事　仕　様

共　通　事　項

（１）図面及び特記事項に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部

　　　３１年版」（以下「改修標準仕様書」という）による。

　　　れの工事仕様書を適用する。

（２） 特記事項は、・ 印を適用する。

　　　　・ 印の無い場合は、＊ 印のあるものを適用する。

　　　　・ 印と ＊ 印のある場合はともに適用する。

２．特　記　事　項

（１） 章及び項目は、番号に○印のついたものを適用する。

　　　（以下「標準図」という）による。

章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

　　　監修の「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）平成３１年版」（以下「標準

　　　仕様書」という）及び「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）平成３１年版」

　　　ただし、改修工事に関しては「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）平成

（２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、機械設備工事及び建築工事はそれぞ

１ １　適用基準等 ・ 消防用設備等の技術基準（第８次改訂版）

・ 公共施設用照明器具（２０１９年版）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全国消防長会中国支部編）

　　　　　　　　　　　　　　　　（一般社団法人日本照明工業会）

＊ 営繕工事写真撮影要領（平成２８年版）による

　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人公共建築協会 編集

　　　　　　　　　　　　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部 監修

１）品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

２）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

３）法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

４）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

５）安定的な供給及び保守等の営業体制が整えられていること。

２　機材の品質等

最大電力５００ｋＷ以上の場合においても、第一種電気工事士により

施工を行う。

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

産業廃棄物の処理及び再資源化を図るものは下記による。

・ 現場において再利用を図るもの

職員の承諾を受けて証明資料の提出を省略することができる。

の入手困難なもの等については、次の１）～６）を考慮の上、監督

ただし、使用量の少ないもの、簡易な機材又は品質を証明する資料

１）～６）の事項を満たすものとする。

本工事に使用する機材は、設計図書に定める品質及び性能を有する

ものとし、ＪＩＳマーク表示のない機材及びその製造者等は、次の

仕様は、島根県建築工事完成図取扱要領による。

品　名　・　仕　様 提出部数

　　製本サイズ（ ＊ Ａ３縮小版　・ 原図サイズ ）白焼

＊ 施工図

　（構造躯体図、設備の配管配線図、監督職員が指示する図面）

　　表装（ ＊ レザック表紙（ラミネート仕上））

　　表装（ ＊ レザック表紙（ラミネート仕上））

＊ 竣工図複

写

図

　部

　部

　　製本サイズ（ ＊ Ａ３縮小版　・ 原図サイズ ）白焼

建築物等の利用に関する説明書

（建築物等の利用に関する説明書作成要領による）

機器取扱い説明書

書　類　名 提出部数

主要機器製造者一覧

・ 　部

＊ １部

その他監督職員が指示するもの

＊ １部

官公署届出書類一覧

建築物等の利用に関する説明書（電子データ共（ＣＤ－Ｒ等））

・ 引き渡しを要するもの

竣工検査までに下記のものを１部提出する。

・ 絶縁抵抗測定結果

・ 接地抵抗測定結果

・ 機器試験成績表

・ テレビ端子出力レベル測定結果

・ ＬＡＮケーブル伝送品質測定結果

・ 一般用照明照度測定結果（各室について３カ所程度）

　測定高さは（事務室 ＦＬ＋８００、廊下等 ＦＬ＋０）とする

・ 非常用照明照度測定結果（各室について２カ所程度）

測定高さは床面とする

一

項

事

通

共

般
工事写真撮影ガイドブック　電気設備工事編　平成３０年版

本工事において、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（平成１２年法律第１００号）に基づく、「環境物品等の調達の推進

に関する基本方針（平成３１年２月８日変更閣議決定）」に定める

特定調達品目の分野「公共工事」の品目を調達する場合は、判断の

基準を満たすものとする。

構内既存の施設

工事用水　・ 利用できる（有償）　・ 利用できない

工事用電力　・ 利用できる（有償）　・ 利用できない

　（ ・ 敷地内　・ 敷地外（設置可能場所：　　　　　　　　　））

＊ 設置できる

項　目 品　目 搬 出 場 所

備　考

（再資源化

の有無等）
（有・無）

処分費

（有・無）

区間

ＤＩＤ

（Ｋｍ）

距離

・ コンクリート塊

・ ＰＣＢ使用機器

・ アスベスト含有

設備資機材

・ 木材

・ アスファルト塊

・ コンクリート

及び鉄から

成る建設資材

有

有

有

有

・ 廃プラ

・ 金属くず

・ ガラスくずその他

廃棄物

理産業

特別管

設資材

特定建

確認しアスベスト含有分析の要否を判定する。

・ ガス絶縁開閉器、ガス絶縁変圧器等受電機器に含まれる

六フッ化硫黄（ＳＦ６）ガスは、製造者又はガス回収業者に回収

を委託し、再使用又は再資源化する。

・ ＰＣＢ使用機器は関係法令等に従い適切に処理する。

・ 撤去品の変圧器等は製造年、品番等を確認し微量ＰＣＢ分析の

要否を判定する。

・ 撤去品の微量ＰＣＢ分析を行う。（　　　　　　　　　　　　　）

・ アスベスト含有設備資機材は関係法令等に従い適切に処理する。

・ 撤去するアスベスト含有設備資機材は機器の製造年、品番等を

配置する位置は別に図示する。

以下のとおり、交通の誘導に係る業務に従事する者を配置すること。

名　　称

交通誘導員Ａ

交通誘導員Ｂ

交通整理員　

交通安全管理の必要な作業等

交通整理員については資格を問わない。

　取り扱いは平成１９年４月２６日付技第２６号による

　（注）交通誘導員Ａ、Ｂは警備業法に定める警備員とし、

人・日数

下記のものを提出する。

提出部数

＊ ８０×１２０ 程度

外部全景

＊ １２０×１７０ 程度

その他

＊ ８０×１２０ 程度

部

（ＣＤ－Ｒ等）

＊ カラー

＊ カラー

完成写真

工 事 中

写 真

（着工前含）

１　部
電子データ デジタルカメラを使用した場合は、工事中写真及び

完成写真のデータを記録したＣＤ－Ｒ等を提出する。

　　部

分　　　類区　　分

仕様は、島根県建築工事写真取扱要領による。

サイズ（㎜）

（注）フィルムカメラを使用する場合は監督職員と協議する。

下記のものを、竣工後１５日以内に提出する。

性能を有することの証明となる資料又は外部機関が発行する資料等

の写しを監督職員に提出して承諾を受けるものとする。

ただし、一般社団法人公共建築協会編集・発行の「建築材料・設備

いては、所定の品質及び性能を有しているものとする。

なお、商品名が記載された機材については、当該商品又は同等品を

使用するものとし、同等品を使用する場合は、監督職員の承諾を受

けるものとする。

また、これらの機材を使用する場合は、設計図書に定める品質及び

６）材料及び接着剤等のホルムアルデヒド放散量はＦ☆☆☆☆と

　　する。

・ 廃蛍光管等

３　環境への配慮

１

２

３

４

５

６

７

№
建　物　名　称 建築種別 階数

消防法

の区分
延面積（㎡）建築面積（㎡）構　造

合　　　　　　計

＊ 電子データ（PDFデータ、ＣＡＤデータ、施工図）（ＣＤ－Ｒ等） １部

設計に関するＣＡＤデータを貸与するが、著作権者は、　島根県

にある。なお、貸与されたデータは、当該工事における施工図又は

完成図の作成のため以外に使用してはならない。

・ 竣工図と施工図を１冊にまとめる。

工事現場におく電気保安技術者は、電気工作物の保安の業務を

行うものとする。

・ 低圧電力

・ 従量電灯Ａ　　　　・ 従量電灯Ｂ　　　　・ 定額電灯

・ 業務用電力　　変圧器容量　　電灯　　　　　ＫＶＡ

動力　　　　　ＫＶＡ

計 　　　　　ＫＶＡ

４　契約種別等

５　電気保安技術者

６　電気工事士

７　現場事務所

８　工事用電力、水

９　発生材の処理

１０　交通安全管理

１１　工 事 写 真

１２　完　成　図

１３　保全に関する資料

１４　提出書類

等品質性能評価事業　建築材料等評価名簿（最新版）」及び

「同設備機材等評価名簿（最新版）」に記載されたものにつ

製本の取りまとめについては監督職員の指示による。

設 計 者

担　当　者設計・年月図　面　種　別工　　　　　事　　　　　名 縮　　尺図 面 番 号

　　　　（　　　）
NOSCALE　仕様書１



　　　　（　　　）

図 面 番 号 工　　　　　事　　　　　名 図　面　種　別 縮　　尺

設 計 者

担　当　者設計・年月

　仕様書２

特　　　　記　　　　事　　　　項章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目

設計用標準水平震度を乗じたものとする。

設計用標準水平震度

中間階

１．０

１．５

１．０

０．６

１．０

０．６

０．４

０．６

０．６

・ 一般の施設

１．５

２．０

１．５

１．０

１．５

１．０

０．６

１．０

１．０

２．０

２．０

２．０

１．５

１．５

１．５

１．０

１．５

１．０

重要機器一般機器重要機器

・ 特定の施設

１．０

１．０

０．６

１．０

１．５

１．０

１．５

２．０

１．５

（注）上層階の定義は次による。

設計用水平地震力は、機器重量［ＫＮ］に、地域係数と次に示す

重要機器は次のものを示す。

　・ 中央監視制御装置　　・ 通信総合盤

一般機器は重要機器以外で重量が１ＫＮを超えるものを示す。

なお、１ＫＮ以下の機器の取付は上記によるほか、機器製造者指定の

方法により行う。

設備機器の固定は次によるほか、「建築設備耐震設計・施工指針

（独立法人建築研究所監修）２０１４年版」による。

横引き配管等は、地震時の設計用水平震度及び設計用鉛直震度に

応じた地震力に耐えるよう標準図によるＳＡ種、Ａ種又はＢ種耐震

支持を行う。ただし、次の場合を除く。

１）機器の据付け及び取付け

上層階

屋上及び

塔屋

地階及び

１階

設置場所

機　器

防振支持の機器

機　器

防振支持の機器

防振支持の機器

機　器

機器種別

水槽類（オイルタンク）

水槽類（オイルタンク）

水槽類（オイルタンク）

一般機器

　２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

　１０～１２階建の場合は上層３階、１３階以上の場合は上層４階

　　と同時に働くものとする。

２）設計用鉛直地震力は設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力

　・ 配電盤　　　　　　　・ 自家発電装置　　・ 交換機

　・ 直流電源装置　　　　・ ＵＰＳ装置　　　・ 火災報知受信機

　呼び径が８２㎜以下の単独配管、幅４００㎜未満のケーブルラック

　吊り材の長さが平均０．２ｍ以下の配管配線等

　周長８００㎜以下の金属ダクト、幅４００㎜以下の集合配管

　　　プレート

用途を表示したシール等を貼付すること。

・ 鋼製　　　・ 樹脂製

鋼製ボックスを使用する場合は、ボックスに接地を施すこと。

防火隔壁等に埋込む場合は、鋼製とする。

試験方法は引張試験機による引張試験とする。

以上とする。

確認強度は対象機器ごとのあと施工アンカー１本に作用する引抜き力

梁・壁・床貫通部の補強及びスリーブ

　補強　　　　　・ 本工事　　　・ 別途工事

　スリーブ　　 ・ 本工事　 ・ 別途工事

種　類 記 号

　　　　　　　　　　　＊３連－２組

　　　　　　　　　　　＊２連－２組

　　　　　　　　　　　＊３連－２組

　　　　　　　　　　　＊２連－２組　　　

　　　　　　　　　　　＊３連－２組　　　

　　　　　　　　　　　＊３連－２組　　　

　　　　　　　　　　　＊３連－１組　　　

　　　　　　　　　　　＊３連－２組　　　

接地抵抗値

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）　　　

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）

共同接地

共同接地

Ａ種

Ｂ種

Ｃ種

Ｄ種

高圧避雷器

交換機用

通信用

通信用

電話引込口

測定用

Ｅ Ａ・Ｄ

ＥＡ

ＥＢ

ＥＣ

ＥＤ

ＥＬＨ

Ｅｔ

ＥＡｔ

ＥＤｔ

ＥＬｔ

Ｅ０

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

   Ω以下

１０Ω以下

１００Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１００Ω以下

１００Ω以下

接　地　極

図示なきは、ねじなし電線管とする。

・ 標準仕様書による　・ 製造者標準とする

　　　塗装

ステンレス製プルボックスの塗装

・ 有（メーカ指定色又は指定色仕上）　・ 無（素地仕上）

接地極は下記による。（ＥＢはＬ＝１，５００㎜とする）

　　　　　　　（但し、測定用の場合、ＥＢはＬ＝１，５００㎜）

－ ＥＢ（Ｄ＝１０又はＷ＝３０）＊１　　　

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）＊１　　　

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）＊１　　　

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）＊１　　　

断熱材等を取り付ける。

内側断熱施工される構造体のコンクリートに埋込むボックス等には

取外し再使用する機器は清掃及び絶縁抵抗測定の上取付ける。

壁内に埋込みとなる分電盤、端子盤等には予備配管として、

Ｅ２５×２ 又は ＰＦ２２×２ を設置する。

　天井スラブの場合

　二重天井の場合

　　配管を天井内まで立上げる

屋外及び湿気の多い場所で使用する支持金物は下記による。

ただし、装柱金物は除く。

　・ ステンレス製（ＳＵＳ３０４）　　

　・ 溶融亜鉛メッキ（２種３５）

１）ＥＭ電線類で規格等記載のないものは、ハロゲン及び鉛を

　　含まない材料で構成されたものとする。

２）通信ケーブルでＪＣＳ規格にない対数のケーブルはＪＣＳ規格に

　　準じたものとする。

　　天井又は梁下２０㎝まで立上げ、ボックス止めとする

居室、廊下、外壁面で露出となる鋼製電線管（位置ボックスを含む）

及び支持金物には塗装を施す。

本工事で設置する。

１）埋戻しの種別　

　　・ Ａ種　・ Ｂ種　・ Ｃ種　・ Ｄ種

　　・（材料：　　　　　　　　　　工法：　　　　　　　　　　）

２）建設発生土の処理　現場説明書による

３）山留め

　　工法等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　残置　　・ する　　　＊ しない

　　鋼矢板等の抜き跡の処理工法　　＊ 砂を充てんする

　　　建設発生土の処分

２）はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に非破壊検査を行い、

　　監督職員に報告する。原則として探査方法は走査式埋設物調査

　　（電磁誘導法または電磁波レーダ法）とする。

１）既存のコンクリート床、壁等の配管貫通部の穴開けは、

　　ダイヤモンドコアによる。

・ 内部足場（　　　　　種）

・ 外部足場（　　　　　種）

　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１）工事の施工に伴い既存部分を汚染又は損傷した場合は既存に

　　ならい補修する。

２）汚染、損傷した場合は速やかに監督職員に報告する。

柱・梁には紙チューブは使用しない。

工事負担金は、本工事とする。

・ テレビ共聴　　　　　　　円（内消費税相当額　　　　　　　円）

・ 電力負担金　　　　　　　円（内消費税相当額　　　　　　　円）

適切な処置を施す。

・　　　　　　　　　　　　　　

・　　　　　　　　　　　　

　　　指名

下記の者に、労働安全衛生法第３０条第２項に基づく指名を行う。

・ 本工事の受注者

・ 関連他工事の受注者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提出した施工図及び施工計画書に関わる当該建物における使用権は

発注者に委譲するものとする。　　　計画書

事前調査を実施し、発注者へ書面による説明及び調査結果の掲示を

行うこと。

１）本工事の施工計画に先立ち事前調査を行う。

２）事前調査後速やかに調査結果をまとめ監督職員に報告書を

３）調査結果を考慮し施工計画書、施工図を作成する。

　　提出する。

　　　（県産木材製品）

・ 工事用標示板

　　　（表示板１，４００㎜×１，１００㎜用）　　　　台

＊ 工事用バリケード　　　　　　　　　　　　 　　　５台

＊ 工事用看板

　　　（表示板１，４００㎜×５００㎜用）　　　　　２台

２

受

変

電

設

備

１　電 気 方 式

・ 低圧　　三相３線式　　２００Ｖ

・ 低圧　　単相３線式　　２００Ｖ／１００Ｖ

・ 低圧　　単相２線式　　１００Ｖ

・ 高圧　　三相３線式　　６．６ＫＶ

引込柱取付け、閉鎖型、過電流蓄勢トリップ形、

モールドコーンブッシング付

２　高圧負荷開閉器

３　キュービクル ・ 屋内形　　・ 屋外形

・ 鋼板製　　・ ステンレス製（ＳＵＳ３０４）（着色）

・ 油入　　・ モールド

モールド変圧器の表面は充電部とみなし注意標識を取り付ける。

モールド変圧器はダイヤル温度計を附属させる。

塗装はＪＳＩＡ（受配電設備のガイドライン）の基準による。

４　変 圧 器

・ 耐塩形（ ・ 亜鉛メッキ　・ ステンレス ）

・ 気中　　・ 真空

・ 地絡継電器付　　・ 方向性地絡継電器付

・ ＶＴ内蔵　　・ ＬＡ内蔵

・ 低圧側　　・ 高圧側５　進相コンデンサ

・ 油入

・ 乾式（ ・ モールド　　・ ガス　　・ オイルレス（一体型））

６　直列リアクトル ・ 油入

・ 乾式（ ・ モールド　　・ オイルレス（一体型））

７　引込開閉器盤

　　（低圧の場合）

・ 電柱取付形（防水）　・ 屋側取付形（防水）

・ 鋼板製　　　　　　　・ ステンレス製（ＳＵＳ３０４）（着色）

塗装はＪＳＩＡ（受配電設備のガイドライン）の基準による。

８　キュービクル基礎

　　及びボルト

基礎　　・ 本工事　　・ 別途工事

ボルト　・ 本工事　　・ 別途工事

配管・配線・ラック等が防火区画等を貫通する場所は図示の通りとし

Ｅ Ａ・Ｃ・Ｄ

試験箇所数は、特定の施設かつ重要な機器の場合は全数とし、その他

また、試験箇所は監督職員の指示による。

の機器は１つの機器に対し１本以上とし、監督職員の指示による。

照明器具、幹線等の吊りボルト用インサート

　インサート　　・ 本工事　　　・ 別途工事

埋込分電盤、端子盤等の仮枠及び埋込部分の補強

　　　　　　　　・ 本工事　　　・ 別途工事

天井埋込形器具の天井切込加工（下地を含む）及び補強

　　　　　　　　・ 本工事　　　・ 別途工事

二重床の配線器具取付箇所の切込及び補強

　　　　　　　　・ 本工事　　　・ 別途工事

シャッター等の２次側配線配管工事

　　　　　　　　・ 本工事　　　・ 別途工事

大気汚染防止法第１８条の１７の規定等に基づき、受注者は

・金属製　　　（適用範囲：　　　　　　　　　　　　　　　　）

・合成樹脂製　（適用範囲：　　　　　　　　　　　　　　　　）

１５　耐 震 措 置

１６　耐 震 施 工

１７　あと施工アンカー

１８　他工事との取合

１９　位置ボックス

２０　フラッシュ

２１　カバープレート

２２　接　地　極

２３　分電盤・端子盤

２４　鋼製電線管

２５　露出配管の塗装

２６　プルボックスの

２７　結 露 防 止

２８　再使用機器

２９　予 備 配 管

３０　支持金物等

３１　電　線　類

３２　足　　場

３３　土　工　事

３４　はつり工事等

３５　補　　修

３６　防火区画等の貫通

３７　ス リ ー ブ

３８　負　担　金

３９　関連他工事

４０　特定元方事業者の

４１　施工図及び施工

４２　事前調査等

４３　施 工 調 査

４４　木製安全施設製品



　　　　（　　　）

図 面 番 号 工　　　　　事　　　　　名 図　面　種　別 縮　　尺

設 計 者

担　当　者設計・年月

　仕様書３

特　　　　記　　　　事　　　　項章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目

（変圧器の２次側端子、低圧盤１次側母線）

９　感熱表示ラベル 導電部の接続端子近辺には不可逆性の感熱表示ラベルを貼付する。

１０　高調波計算書 機器承諾図提出前に高調波流出電流を計算し、監督職員に提出する。

１１　予 備 品 等 標準仕様書によるほか下記による。

ヒューズ類（種別ごとに下記の数量とする）

主回路接続図（透明ケース入り）

　・ 現用数　　・ 現用数の２０％（１個以上）

ＡＢＣ１０型消火器（屋外は樹脂製の箱入りとする）

３

電

力

貯

蔵

設

備

Ａ　直流電源装置

１　用　　途 ・ 非常用照明（建築基準法）　　・ 受変電設備用

標準仕様書によるほか下記による。

主回路接続図（透明ケース入り）

３　予 備 品 等

Ｂ　交流無停電電源

　　装置（ＵＰＳ）

・ ＵＰＳ　　・ 簡易形１　形　式

（　　　　　 ）ＫＶＡ２　定 格 出 力

（　 　　　　）分（定格出力運転時）３　停電補償時間

標準仕様書によるほか下記による。

主回路接続図（透明ケース入り）但し、簡易形は除く

４　予 備 品 等

４

発

電

設

備

２　用　　途

３　使 用 燃 料

・ 消防設備負荷　　・ 建築基準法関連負荷

・ 一般負荷

・ 灯油　　・ 軽油　　・ Ａ重油　　・ ガス

Ａ　非常用発電

１　電 気 方 式 三相３線式　　・ 高圧　　・ 低圧

２　蓄　電　池

・ ニッケル・カドミウムアルカリ電池

・ リチウム二次電池

・ ＨＳ型鉛蓄電池　　・ ＭＳＥ型鉛蓄電池

・ 長寿命ＭＳＥ型鉛蓄電池

・ 配電盤搭載形（キュービクル形）

４　形　　式 ・ 屋内形　　　　　　・ 屋外形

・ 配電盤別置形　　　・ 配電盤搭載形（オープン形）

５　発　電　機 （　　　　　　　）ｋＶＡ以上

７　連続運転時間 （ ）時間以上

８　運　転　音 機器、排気管及び排風ダクトより１ｍの位置での運転音

・ １０５ｄＢ（Ａ）　　・ ８５ｄＢ（Ａ）　　・ ７５ｄＢ（Ａ）

９　保 守 運 転 自動

１０　燃 料 系 統

６　原　動　機 （　　　　　　　）ｋＷ以上

・ ディーゼル　　・ ガスエンジン　　・ ガスタービン

６ １　電 気 方 式 三相３線式

　　機器

・ 給湯設備　　・ 排煙設備　　　・ エレベータ設備

・ コンセント　・ 建築関係設備　・ 備品関係設備

・ 浄化設備　　・ 消火設備　　　・ 厨房設備

２　電源を必要とする ・ 空調設備　　・ 換気設備　　　・ 給排水設備
動

設

備

力

５　光　　源 光源色の図示なき場合は下記による

ＬＥＤ　　　・ 昼白色

　　　　　　・ 電球色

６　コンセントプレート ・ シール等により商用系、自家発系を明示すること。

・ ＯＡタップについては回路番号を明示すること。

３　監　　視 ・ 警報盤　　・ 中央監視盤（別途工事）に接続

４　空調電気設備 ・ 本工事　　・ 別途工事

・ 本工事　　・ 別途工事５　機器への接続

７
・ 機器収納ラック等取付　　 ・ 情報通信機器取付

８ １　工 事 範 囲

・ 機器取付

・ デジタル交換機　　・ ボタン電話装置

・ ＩＰ－ＰＢＸ 　・ ＶｏＩＰサーバ

・ 本工事　　・ 別途工事

・ 新　設　　・ 既存交換機改修

２　交　換　機

・ 固定電話 　・ デジタルコードレス電話

３　電　話　機 ・ 本工事　　　・ 別途工事

４　保安器用接地

５　保 安 器 箱 ・ 埋込形　　・ 露出形

１　工 事 範 囲 ・ 配管　　・ 配線　　　　 ・ 端子盤等取付

構

内

交

換

設

備

構
内
情
報
通
信
網
設
備

・ 配管　　　・ 配線　　　 ・ 端子盤取付

９

・ 液晶式

１　出退表示盤 ・ ＬＥＤ式（　・ ２モード　　・ ４モード　）

Ｂ　出退表示設備

Ｃ　時刻表示設備

１　親　時　計 水晶式（週差０．７秒以下）

２　子　時　計 ・ 壁掛形　　・ 埋込形　　・ 吊下形　　・ スピーカ組込

・ アナログ式　　・ デジタル式

３　電 池 時 計 電池はリチウム電池とする。

情

報

表

示

装

置

Ａ　マルチサイン設備

１　情報表示盤 ・ ＬＥＤ式（　・ ４色　　・ フルカラー　）

・ 液晶式

映

10

像

・

音

響

設

備

２　対 象 室 名

３　増　幅　器

４　プロジェクター

Ｌｏ形増幅器とする。

・ 本工事 　・ 別途工事

・ 広角型（ワイド型）　　・ 標準型

投写方式　

・ 前面投写式　　・ 背面投写式

５　スクリーン　 ・ 本工事 　・ 別途工事

・ 広角型（ワイド型）　　・ 標準型

・ 手動巻上式 　・ 電動巻上式（ ・ 無線　 ・ 有線　）

６　映像・音響設備 ・ ＣＤプレーヤ　　・ オーディオレコーダ

・ ブルーレイ／ＤＶＤ　　　・　　　　　　　　　　　　

１　工 事 範 囲 ・ 配管　　・ 配線　　・ 機器取付

電

灯

コ

ン

セ

ン

ト

設

備

５

２　配 線 器 具 スイッチ、コンセントは大角形とする。

２連以上スイッチは、ネーム付とする。

コンセント容量２０Ａ以上、３Ｐ以上、防水形はプラグを付ける。

床コンセント　　・ アップ式　　・ フロア形

３　非常用照明器具 ・ 電池内蔵型　　・ 電源別置形

・ 分岐　　直流２線式　　１００Ｖ

４　照 明 制 御 ・ 人感センサー制御　　・ 外光（昼光）利用

・ 初期照度補正　　　　・ 段階調光

・ 連続調光

設計照度はＪＩＳによる。

接地極付コンセント（２Ｐ１５Ａ（Ｅ））及び防雨形コンセントの

プラグは不要とする。

・ 分岐　　単相２線式　（ ・１００Ｖ　　・２００Ｖ ）

・ 幹線　　単相３線式　　２００／１００Ｖ１　電 気 方 式

１１　防 災 電 源 建築基準法及び消防法に係る発電装置は、関係法令に適合している

旨の試験成績書等を監督職員に提出する。

１２　予 備 品 等 標準仕様書によるほか下記による。

ＡＢＣ１０形消火器　１本（屋外は樹脂製の箱入りとする）

Ｂ　太陽光発電

（　　　　　　）ＫＷ以上　

　（日射強度 １ＫＷ／㎡，２５℃，ＡＭ１．５）

２　耐　風　速

３　系 統 連 系

建築基準法施行令第８７条の規定による風圧力に耐えるものとし、

強度計算書を監督職員に提出する。

・ 行う　　・ 行わない

系統連系を行う場合は、「系統連系技術要件ガイドライン」を

満足すること。

４　パワーコンディ

　　ショナー

出力　　　相　　　線式　　　　Ｖ　　　定格容量　　　　ｋＷ

５　売　　電 ・ 行う　　・ 行わない

６　太陽電池モジュール

　　出力保証

１　公称最大出力

自立運転機能　　・ 有り　　・ 無し

・ 本工事　　

・ 別途工事　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

保証期間開始日は引渡し日とする。

・　

・

・ 本工事　　・ 別途工事



　　　　（　　　）

図 面 番 号 工　　　　　事　　　　　名 図　面　種　別 縮　　尺

設 計 者

担　当　者設計・年月

　仕様書４

特　　　　記　　　　事　　　　項章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 章 項　 　　目

機　器　取　付　高

テレビ

共　同

受　信

ガス

検知

表　示

電

力

電

灯

動

力

拡

声

時

計

構

内

交

換

誘

導

支

援

火

災

報

知

名　　　　　　　称 測　　　　点

取引用計器

引込開閉器盤

スイッチ

コンセント（一般）

　　〃　　（和室）

スイッチ（宿舎）

　　〃　　（台上）

　　〃　　（土間）

ブラケット（一般）

　　〃　　（鏡上）

　　〃　　（踊場）

壁掛形制御盤

手元開閉器

操作スイッチ

端子盤

保安器箱（一般）

　〃 　　　（壁掛）

壁付位置ボックス（和室）

壁掛形親時計

子時計

壁掛形スピーカ

壁付アッテネータ

壁付位置ボックス（一般）

　〃 　　　（和室）

　〃 　（身障者用）

壁付インターホン（一般）

機器収納箱

直列ユニット（一般）

直列ユニット（和室）

受信機、副受信機

総合盤

発信器

ベル

表示灯

検知器（都市ガス）

検知器（ＬＰガス）

ガス漏れ中継器

　　〃　　（宿舎居室内）

壁付発信器

押しボタン（多機能トイレ）

多機能トイレスイッチ

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

地　上～窓中心

床　上～中　心

床　上～中　心

台　上～中　心

鏡上端～中　心

床　上～中　心

床　上～下　端

天井下～上　端

床　上～中　心

天井下～上　端

床　上～中　心

天井下～上　端

床　上～中　心

床　上～中　心

床　上～上　端

天井下～中　心

天井下～下　端

１，８００～２，０００

１，８００～２，２００

１，３００

１，１００

３００

１５０

１５０

１５０

８００～１，３００

２，１００～２，３００

２，０００～２，５００

１５０

９００

１，５００

１，３００

３００

２００

１５０

１，３００

２００

２００

１，３００

１，３００

１５０

１，３００

９００ （３００）

１，３００

２００

３００

１５０

１，５００

１，２００～１，５００

８００～１，５００

２，３００

２，１００

３００

３００

３００

（注）誘導支援設備の押しボタン（多機能トイレ）の取付高さ（３００）は床に転倒した時を

　　　考慮した高さ

（上端１，９００以下）１，５００

（上端１，９００以下）１，５００

（上端１，９００以下）１，５００

分電盤、ＯＡ盤、実験盤

１，０００～１，１００

取　　付　　高　　（㎜）

　　機器の取付高は、下表を標準とする。ただし、監督職員の指示により変更することがある。防

犯

備

設

16 １　工 事 範 囲 ・ 配管　　・ 配線　　・ 機器取付

２　警 戒 方 式 ・ 監視カメラ　　・ センサー

・ 別途機械警備

３　監視カメラ ・ 旋回装置　　・ モニタ装置　　・ 録画装置

伝送方式　

・ デジタル同軸伝送方式　　・ ネットワーク　　・ アナログ　

17

雷

保

護

設

備

１　受雷部システム ・ 突針　　・ 水平導体　　・ メッシュ導体　　・ 棟上げ導体

２　引下導線システム ・ 引下げ導線　　・ 建築構造体利用

・ 環状接地極 　・ 網状接地極　 ・ 構造体利用接地極

３　接地システム ・ 板状接地極 　・ 垂直接地極 　・ 放射状接地極（水平接地極）

４　保護レベル

５　大地抵抗率の測定

・ Ⅰ　　・ Ⅱ　　・ Ⅲ　　・ Ⅳ

工事着手時に大地抵抗率を測定し、測定表及び接地極省略判定記録書

を監督職員に提出する。

屋

備

設

外
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４　地中埋設深さ

２　埋　設　標 標準図（電力７５）により設置する。

３　ハンドホール ブロックハンドホールとする。

Ａ　構 内 線 路

１　施 工 方 式 ・ 地中配線　　・ 架空配線

２　外灯区分開閉器

３　ポール基礎

配線用遮断器（トリップ機構無し）をポール内部に設置する。

・ 設計図による　　・ 標準図による

・ 埋込式　　　　　・ ベースプレート式

・ コンセント　　・ スピーカ　　・ 時計　 ・　　　　　　　　

Ｂ　屋 外 機 器

１　機　　器 ・ 分電盤　　・ 端子盤

14

テ

１　調 査 仕 様 図面に記載されていない事項は全て（一社）日本ＣＡＴＶ技術協会の

「建造物によるテレビ電波障害調査要領」による。

２　調 査 機 関 テレビ電波障害の調査は、（一社）日本ＣＡＴＶ技術協会による。

３　調 査 内 容 ・ 事前調査　　・ 中間調査　　・ 事後調査

レ

ビ

電

波

障

害

調

査
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・ 標準図による　　・ 設計図による

・ 自立型　　　　　・ 壁面取付形

　　ボルト ボルト　　・ 本工事　　・ 別途工事

５　アンテナ基礎及び 基　礎　　・ 本工事　　・ 別途工事

６　受 像 端 子 ・ 単独　　　・ コンセントと同一プレート

・ 受像端子に付属させる

受

信

設

備

２　機　　器 分岐器、分配器及び直列ユニットは、ＣＳ、ＢＳ、ＵＨＦ・ＦＭ

・ 標準図による　　・ 一般品（金属ケース）

・ 標準図による　　　・ 一般品

３　増　幅　器

共用型とする。

・ ＵＨＦ　　・ ＢＳ／１１０°ＣＳ　　・ ＣＳ　 ・ ＦＭ１　ア ン テ ナ

４　アンテナマスト

テ

レ

ビ

共

同

７　プ　ラ　グ

11

２　増　幅　器 Ｈｉ形増幅器　（　　Ｗ　　　局）

１　放 送 設 備 ・ 一般用　　・ 非常一般兼用

３　形　　式 ・ ラック形　　・ 卓上型　　・ 壁掛形

天井埋込形　ＳＣ６Ｈｉ－１（３）Ｖ３Ｍ

非常放送の場合は消防法適合品とし、形状は一般放送と同様とする。

４　ス ピ ー カ 一般放送のスピーカは図面に特記なき場合は下記による。

壁掛け形　　ＳＷ１Ｈｉ－３Ｖ０

５　放 送 回 路 時報及び自動放送（体操放送等）は音量調節器を経由した回路と

する。（一斉放送回路は使用しない）

６　接　　続 卓上型増幅器の場合、増幅器と外部配線（壁ボックス等）の接続は、

コネクターによる。

設

備

拡

声

Ｃ　ガス漏れ警報設備

１　警 報 対 象 ・ ＬＰガス　　・ 都市ガス

誘導標識は所轄の消防署と協議の上、取付とする。

・ 遮断弁連動

２　警 報 方 式 ・ 現地警報　　・ 現地警報及び中央警報

３　警報器電源 ・ ＡＣ１００Ｖ　　・ ＤＣ　２４Ｖ

４　受　信　機

５　ガス遮断弁

６　予 備 品 等

・ 単独　　　　・ 火報受信機等と一体

・ 本工事　　　・ 別途工事

標準仕様書によるほか下記による

警戒区域図（透明ケースに収納）

Ｂ　誘 導 灯 等

２　誘 導 標 識 ・ 避難口　　・ 通路　

１　誘導灯の種別 ・ 避難口　　・ 通路　　・ 客席

防

災

設

備
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・ 自動閉鎖装置

・ 漏電火災警報器　　　・ 火災通報装置

３　副 受 信 機 （　　　）窓

４　発信器、ベル、

　　ランプ

・ 単独設置　　・ 総合盤　　・ 消火栓ボックスに組込

・ 単独形　　　・ 複合形（　　　）回線

２　受　信　機 ・ Ｐ型１級　　・ Ｐ型２級　　・ Ｒ形

６　非常警報装置 ・ 複合装置　　・ 一体形　　・ 単独設置

・ 消火栓開閉レバー連動（リミットスイッチ）

５　消火ポンプ起動 ・ 発信器連動　　・ 起動押しボタン方式

７　予 備 品 等

Ａ　火災報知設備等

１　種　　別 ・ 自動火災報知設備　　・ 非常警報設備

標準仕様書によるほか下記による

警戒区域図（透明ケースに収納）

12

装

置

誘

導

支

援

１　音声誘導装置 検出部　　　　・ 磁気式 　・ 無線式 　・ 画像認識

案内表示部　　・ 音声　　 ・ 音響

２　トイレ等呼出装置 呼出ボタンは呼出確認ができるものとし、引き紐付とする。

３　インターホン種別 ・ インターホン　　・ テレビインターホン

４　形　　式 親機　　・ 壁掛形　　　・ 卓上形

子機　　・ 壁掛形　　　・ 卓上形

・ 点字説明付　　・ 確認灯付

５　用　　途 ・ 庁内連絡 　・ 外部受付　　・ 身体障がい者用兼用

そ

の

他

19

６　埋 戻 し 土

良質土は、根切り土中の良質土を使用する。

地中配管の上下５０㎜を砂又は良質土にて保護を行う。

５　支　　線 支線のある場合は支線ガードを設置する。

・ ＧＬ－６００㎜（　　　　　）

・ ＧＬ－３００㎜（　　　　　）

埋設深さは、地表面又は路盤下より配管上端までとする。

ただし、舗装のある場合は、上記によらず路盤下より３００mmとする。


